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平成２８年４月１４日 

各  位 

会 社 名 東 宝 株 式 会 社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長     島 谷 能 成 

（ コード番 号  9 6 0 2  東 証 第 １部 、福 岡 ） 

問合せ先 取 締 役 総 務 担 当      石 塚   泰 

（ＴＥＬ. 0 3 － 3 5 9 1 － 1 2 1 4 ） 

 

 

定款の一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を平成 28 年 5 月 26 日開催予定の第

127 回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

 

１．定款変更の目的 

当社は、平成 28 年 3 月 29 日付の「監査等委員会設置会社への移行に関するお知らせ」にて別途開

示しておりますとおり、平成 28 年 5 月に開催予定の第 127 回定時株主総会の承認を条件に、取締役会

における迅速かつ適正な意思決定および社外取締役による監督・監査機能の強化を図るとともに、経

営の透明性・公正性の確保を目的として、監査等委員会設置会社へ移行いたします。 

これに伴い、監査等委員会設置会社への移行に必要となる、監査等委員会および監査等委員に関す

る規定の新設ならびに監査役会および監査役に関する規定の削除等、定款の一部変更を行います。 

また、「会社法の一部を改正する法律」（平成 26 年法律第 90 号）により、責任限定契約を締結でき

る役員の範囲が拡大することに伴い、業務執行を行わない取締役と責任限定契約を締結できることと

する旨、ならびに目的について現状に即した記載への変更をあわせて行うものです。 

 

 

２．定款変更の内容 

 変更の内容は別紙のとおりです。 

 

 

３．日程 

 定款変更のための株主総会開催日（予定）   平成 28年 5月 26日 

 定款変更の効力発生日（予定）        平成 28年 5月 26日 

以上 
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（別 紙） 

（下線     は変更部分） 

（現 行 定 款） （変 更 案） 

第１章 総   則 

 

〔商号〕 

第１条 （条文省略） 

 

〔目的〕 

第２条 当会社は次の業務を営むことを目的とする。 

（１）映画の製作、製作請負及び製作委託 

（２）映画の売買及び賃貸借 

（３）演劇の企画、製作及び製作請負 

（４）映画、演劇その他の興行 

（５）テレビほかの動画媒体において放送又は配信される

番組の制作、制作請負、販売及び賃貸 

（６）土地及び建物の賃貸借、管理、売買及び仲介、並び

に駐車場の経営 

（７）出版、オーディオソフト及びビデオソフトの製作、

販売及び賃貸借 

（８）商品化権に関する事業 

 

（９）コンピュータソフトプログラムの製作及び販売 

（１０）プレイガイド業務 

（１１）物品陳列販売及び食堂の経営 

（１２）煙草の小売並びに郵便切手類及び収入印紙の売捌 

（１３）各種物品の輸出入及び賃貸借並びにその代理業 

（１４）スポーツ施設及び娯楽施設の経営 

（１５）ホテル、旅館及び旅行斡旋 

（１６）紙工品、布工品、木工品、金属及び合成樹脂加工

品の製造及び販売 

（１７）催事、展示場、遊戯場及び遊園地等の企画、製作

及びその請負 

（１８）土木及び建築工事の設計、監理及びその請負 

（１９）以上の目的を達するために必要な附帯事業 

 

〔本店の所在地〕 

第３条 （条文省略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

〔公告方法〕 

第４条 （条文省略） 

 

第１章 総   則 

 

〔商号〕 

第１条 （現行どおり） 

 

〔目的〕 

第２条 当会社は次の業務を営むことを目的とする。 

（１）映画の企画、製作及び製作請負 

（２）映画の配給及び売買 

（３）演劇の企画、製作及び製作請負 

（４）映画、演劇その他の興行 

（５）テレビ及びインターネット等で放送又は配信される

番組の企画、制作、制作請負、販売及び賃貸 

（６）土地及び建物の賃貸、管理、売買及びこれらの仲介

並びに駐車場の経営 

（７）出版物、オーディオソフト、ビデオソフト及びキャ

ラクター商品等の企画、制作、販売及び賃貸 

（８）著作権、商品化権、商標権その他の知的財産権の取

得、使用、利用許諾その他の管理 

（９）コンピュータソフトウェアの企画、制作及び販売 

（１０）チケット販売管理及び受託業務 

（１１）物品販売及び輸出入 

（１２）飲食施設の経営及び運営受託 

（削除） 

（１３）スポーツ施設及び娯楽施設の経営 

（削除） 

（削除） 

 

（１４）イベント、展示会、キャンペーン等の催事並びに

テーマパーク等の企画、制作及び運営 

（１５）土木及び建築工事の設計、監理及びそれらの請負 

（１６）前各号に附帯し、又は関連する事業 

 

〔本店の所在地〕 

第３条 （現行どおり） 

 

〔機関〕 

第４条 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機関

を置く。 

 （１）取締役会 

 （２）監査等委員会 

 （３）会計監査人 

 

〔公告方法〕 

第５条 （現行どおり） 
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第２章 株    式 

 

第５条～第８条 （条文省略） 

 

〔株主名簿管理人〕 

第９条 当会社は、株主名簿管理人を置く。 

 

２ 株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取締役会の

決議によって定め、これを公告する。 

３ （条文省略） 

 

第１０条～第１１条（条文省略） 

 

 

第３章 株 主 総 会 

 

第１２条～第１７条 （条文省略） 

 

〔総会議事録〕 

第１８条 株主総会の議事録には、議事の経過の要領及び

その結果その他法務省令に定める事項を記載し、又は記録

し、議長及び出席した取締役がこれに記名捺印又は電子署

名を行う。 

 

 

第４章 取締役及び取締役会 

 

〔取締役会の設置〕 

第１９条 当会社は、取締役会を置く。 

 

〔取締役の定員及び選任〕 

第２０条  当会社の取締役は１８名以内とし、株主総会

の決議によって選任する。 

（新設） 

 

 

２ 取締役の選任の決議は、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の過半数をもって行う。 

３ 取締役の選任決議は累積投票によらないものとする。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 株    式 

 

第６条～第９条 （現行どおり） 

 

〔株主名簿管理人〕 

第１０条 当会社は、株主名簿管理人及びその事務取扱場

所を取締役会の決議によって定め、これを公告する。 

（削除） 

 

２ （現行どおり） 

 

第１１条～第１２条 （現行どおり） 

 

 

第３章 株 主 総 会 

 

第１３条～第１８条 （現行どおり） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

第４章 取締役及び取締役会 

 

（削除） 

 

 

〔取締役の員数〕 

第１９条  当会社の取締役は２３名以内とする。 

 

２ 前項の取締役のうち監査等委員である取締役は５名

以内とし、その過半数は社外取締役とする。 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

〔取締役の選任〕 

第２０条 取締役は、監査等委員である取締役とそれ以外

の取締役を区別して、株主総会において選任する。 

２ 取締役の選任決議は、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行う。 

３ 取締役の選任決議は累積投票によらないものとする。 
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〔取締役の任期〕 

第２１条 取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までとする。 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

〔代表取締役、役付取締役及び相談役、顧問〕 

第２２条 取締役会は、その決議によって代表取締役を選

定する。 

 

２ 取締役会は、その決議によって、取締役会長、取締役

社長各１名、取締役副社長、専務取締役及び常務取締役各

若干名を選定することができる。 

 

３ （条文省略） 

 

〔取締役会の権限〕 

第２３条 取締役会は法令又は定款に定める事項のほか

業務執行に関する重要な事項を決定する。 

 

〔取締役会の招集権者及び招集手続〕 

第２４条 （条文省略） 

２ （条文省略） 

（新設） 

 

３ 取締役会の招集通知は各取締役及び各監査役に対し

て会日の３日前までに発する。ただし緊急の必要があると

きは、この期間を短縮することができる。 

４ 取締役及び監査役全員の同意があるときは、招集の手

続を経ることなく取締役会を開催することができる。 

 

 

 

第２５条～第２６条 （条文省略） 

 

〔取締役会の決議の省略〕 

第２７条 取締役会の決議事項についての取締役の提案

に対し、議決に加わることができる取締役の全員が書面又

は電磁的記録により同意したときは、当該提案を可決する

４ 補欠の監査等委員である取締役の予選の効力は、当該

決議後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の開始の時までとする。 

 

〔取締役の任期〕 

第２１条 取締役（監査等委員であるものを除く。）の任

期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会の終結の時までとする。 

２ 監査等委員である取締役の任期は、選任後２年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会の終結の時までとする。 

３ 任期の満了前に退任した監査等委員である取締役の

補欠として選任された監査等委員である取締役の任期は、

退任した監査等委員である取締役の任期の満了する時ま

でとする。 

 

〔代表取締役、役付取締役及び相談役、顧問〕 

第２２条 取締役会は、その決議によって、取締役（監査

等委員であるものを除く。）の中から代表取締役を選定す

る。 

２ 取締役会は、その決議によって、取締役（監査等委員

であるものを除く。）の中から取締役会長、取締役社長各

１名、取締役副社長、専務取締役及び常務取締役各若干名

を選定することができる。 

３ （現行どおり）  

 

（削除） 

 

 

 

〔取締役会の招集権者及び招集手続〕 

第２３条 （現行どおり） 

２ （現行どおり） 

３ 前二項にかかわらず、監査等委員会が選定する監査等

委員は、取締役会を招集することができる。 

４ 取締役会の招集通知は各取締役に対して会日の３日

前までに発する。ただし緊急の必要があるときは、この期

間を短縮することができる。 

５ 取締役全員の同意があるときは、招集の手続を経るこ

となく取締役会を開催することができる。 

 

 

 

第２４条～２５条 （現行どおり） 

 

〔取締役会の決議の省略〕 

第２６条 取締役会の決議事項についての取締役の提案

に対し、議決に加わることができる取締役の全員が書面又

は電磁的記録により同意したときは、当該提案を可決する
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旨の取締役会の決議があったものとみなす。ただし、監査

役が異議を述べたときはこの限りではない。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

〔取締役会規則〕 

第２８条 （条文省略） 

 

〔取締役会議事録〕 

第２９条 取締役会の議事録には、議事の経過の要領及び

その結果その他法務省令に定める事項を記載し、又は記録

し、出席した取締役及び監査役がこれに記名捺印又は電子

署名を行う。 

 

〔取締役の報酬等〕 

第３０条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価と

して当会社から受ける財産上の利益（以下「報酬等」とい

う。）に関する事項は、株主総会の決議によって定める。 

 

 

〔取締役の責任免除〕 

第３１条 （条文省略） 

２ 当会社は、社外取締役との間に、会社法第４２３条第

１項の責任について、当該社外取締役が職務を行うにつき

善意でかつ重大な過失がないときは、法令の定める最低責

任限度額を限度とする旨の契約を締結することができる。 

 

 

 

第５章 監査役及び監査役会 

 

〔監査役及び監査役会の設置〕 

第３２条 当会社は監査役及び監査役会を置く。 

 

〔監査役の定員及び選任〕 

第３３条 当会社の監査役は５名以内とし、株主総会の決

議によって選任する。 

２ 当会社は法令に定める監査役の員数を欠くことにな

る場合に備え、株主総会の決議によって補欠の監査役（以

下「補欠監査役」という。）を選任することができる。 

３ 監査役及び補欠監査役の選任の決議は、議決権を行使

することができる株主の議決 

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過

半数をもって行う。 

旨の取締役会の決議があったものとみなす。 

 

 

〔重要な業務執行の委任〕 

第２７条 当会社は、会社法第３９９条の１３第６項の規

定により、取締役会の決議によって重要な業務執行（同条

第５項各号に掲げる事項を除く。）の決定の全部又は一部

を取締役（監査等委員であるものを除く。）に委任するこ

とができる。 

 

〔取締役会規則〕 

第２８条 （現行どおり） 

 

〔取締役会議事録〕 

第２９条 取締役会の議事録には、議事の経過の要領及び

その結果その他法務省令に定める事項を記載し、又は記録

し、出席した取締役がこれに記名捺印又は電子署名を行

う。 

 

〔取締役の報酬等〕 

第３０条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価と

して当会社から受ける財産上の利益は、監査等委員である

取締役とそれ以外の取締役を区別して、株主総会の決議に

よって定める。 

 

〔取締役の責任免除〕 

第３１条 （現行どおり） 

２ 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、取

締役（業務執行取締役等であるものを除く。）との間に、

会社法第４２３条第１項の責任について、当該取締役が職

務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、法令

の定める最低責任限度額を限度とする旨の契約を締結す

ることができる。 

 

第５章 監査等委員会 

 

（削除） 

 

 

（削除） 
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４ 補欠監査役の選任に係る決議が効力を有する期間は、

選任後４年以内に終了する事 

業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の開始の

ときまでとする。 

 

〔監査役の任期〕 

第３４条 監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までとする。 

２ 任期の満了前に退任した監査役の補欠として選任さ

れた監査役の任期は、退任した監査役の任期の満了すると

きまでとする。 

 

〔常勤監査役〕 

第３５条 監査役会は、その決議によって、監査役の中か

ら常勤監査役を選定する。 

 

〔監査役会の招集手続〕 

第３６条 監査役会の招集通知は各監査役に対して会日

の３日前までに発する。ただし緊急の必要があるときは、

この期間を短縮することができる。 

２ 監査役全員の同意があるときは、招集の手続を経るこ

となく監査役会を開催することができる。 

 

〔監査役会の決議方法〕 

第３７条 監査役会の決議は、法令に別段の定めがある場

合を除き、監査役の過半数をもって行う。 

 

 

〔監査役会規則〕 

第３８条 監査役会に関する事項は、法令または定款に定

めるもののほか、監査役会において定める監査役会規則に

よる。 

 

〔監査役会議事録〕 

第３９条 監査役会の議事録には、議事の経過の要領及び

その結果その他法務省令に定める事項を記載し、又は記録

し、出席した監査役がこれに記名捺印又は電子署名を行

う。 

 

〔監査役の報酬等〕 

第４０条 監査役の報酬等は、株主総会の決議によって定

める。 

 

〔監査役の責任免除〕 

第４１条 当会社は会社法第４２６条第１項の規定によ

り、取締役会の決議によって、同法第４２３条第１項の監

査役（監査役であったものを含む。）の責任を、法令の限

度において免除することができる。 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

〔監査等委員会の招集手続〕 

第３２条 監査等委員会の招集通知は各監査等委員に対

して会日の３日前までに発する。ただし緊急の必要がある

ときは、この期間を短縮することができる。 

２ 監査等委員全員の同意があるときは、招集の手続を経

ることなく監査等委員会を開催することができる。 

 

〔監査等委員会の決議方法〕 

第３３条 監査等委員会の決議は、議決に加わることがで

きる監査等委員の過半数が出席し、出席した監査等委員の

過半数をもって行う。 

 

〔監査等委員会規則〕 

第３４条 監査等委員会に関する事項は、法令または定款

に定めるもののほか、監査等委員会において定める監査等

委員会規則による。 

 

〔監査等委員会議事録〕 

第３５条 監査等委員会の議事録には、議事の経過の要領

及びその結果その他法務省令に定める事項を記載し、又は

記録し、出席した監査等委員がこれに記名捺印又は電子署

名を行う。 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 
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２ 当会社は、社外監査役との間に、会社法第４２３条第

１項の責任について、当該社外監査役が職務を行うにつき

善意でかつ重大な過失がないときは、法令の定める最低責

任限度額を限度とする旨の契約を締結することができる。 

 

 

第６章 会計監査人 

 

〔会計監査人の設置〕 

第４２条 当会社は、会計監査人を置く。 

 

第４３条～第４４条 （条文省略） 

 

〔会計監査人の報酬等〕 

第４５条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査役会

の同意を得て定める。 

 

第７章 計    算 

 

第４６条～第４８条 （条文省略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

第６章 会計監査人 

 

（削除） 

 

 

第３６条～第３７条 （現行どおり） 

 

〔会計監査人の報酬等〕 

第３８条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査等委

員会の同意を得て定める。 

 

第７章 計    算 

 

第３９条～第４１条 （現行どおり） 

 

附則 

（監査役の責任免除等に関する経過措置） 

第１条 当会社は、第１２７回定時株主総会において決議

された定款一部変更の効力発生前の行為に関する会社法

第４２３条第１項の監査役（監査役であったものを含む。）

の責任の免除及び監査役と締結済の責任限定契約につい

ては、当該変更前の当会社定款第４１条の定めるところに

よる。 

以上 

 

 


